
独立行政法人住宅金融支援機構貸借対照表
（平成24年３月31日現在）

（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
現金預け金 666¶401¶399¶520 借入金 17¶644¶700¶378¶000

現金 924¶956 財政融資資金借入金 17¶522¶500¶378¶000

預け金 396¶469¶646¶291 民間借入金 122¶200¶000¶000

代理店預託金 269¶930¶828¶273 債券 13¶145¶193¶661¶994

買現先勘定 56¶990¶971¶770 政府保証債券 95¶000¶000¶000

金銭の信託 773¶938¶854¶054 貸付債権担保債券 10¶123¶660¶653¶000

有価証券 1¶414¶468¶580¶040 一般担保債券 1¶527¶100¶000¶000

国債 231¶954¶110¶658 財形住宅債券 540¶200¶000¶000

独立行政法人住宅金融支援機構損益計算書
（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）

（単位：円）

科 目 金 額

経常収益 1¶203¶121¶021¶937

資金運用収益 967¶273¶750¶053

買取債権利息 153¶418¶917¶932

貸付金利息 794¶717¶093¶537

地方債 159¶270¶278¶440 住宅宅地債券 865¶213¶150¶000

政府保証債 26¶615¶449¶826 債券発行差額（�） � 5¶980¶141¶006

社債 321¶612¶591¶116 保険契約準備金 73¶371¶655¶165

株式 16¶150¶000 支払備金 51¶592¶173

譲渡性預金 675¶000¶000¶000 責任準備金 73¶320¶062¶992

買取債権 8¶609¶872¶917¶011 預り補助金等 768¶150¶319¶377

貸付金 21¶355¶489¶345¶205 預り住宅金融円滑化緊急対
策費補助金

561¶854¶536¶927

手形貸付 104¶350¶802¶502
預り証券化支援業務補助金 488¶689¶607証書貸付 21¶251¶138¶542¶703
預り災害復興住宅融資等緊
急対策費補助金

205¶807¶092¶843その他資産 513¶627¶889¶937

その他負債 743¶473¶942¶530
求償債権 20¶038¶220¶998

未払費用 117¶641¶711¶880
年金譲受債権 121¶689¶900¶505

前受収益 46¶551¶833¶693未収収益 73¶050¶178¶319

金融派生商品 251¶061¶458¶337金融派生商品 238¶562¶095¶738

繰延金融派生商品利益 14¶905¶499¶483繰延金融派生商品損失 42¶598¶587¶722

未払買取代金 303¶574¶340¶000未収保険料 1¶032¶688¶087

その他の負債 9¶739¶099¶137その他の資産 16¶656¶218¶568

賞与引当金 610¶560¶248有形固定資産 34¶406¶838¶523

退職給付引当金 27¶077¶216¶380
建物 15¶604¶492¶217

保証料返還引当金 31¶800¶349¶800
減価償却累計額（�） � 3¶311¶598¶211

抵当権移転登記引当金 17¶234¶085¶279
減損損失累計額（�） � 25¶543¶067

保証債務 751¶008¶722¶287
土地 22¶047¶950¶000

負債の部合計 33¶202¶620¶891¶060
減損損失累計額（�） � 435¶761¶600

（純 資 産 の 部）
その他の有形固定資産 1¶016¶420¶810

資本金 656¶663¶000¶000
減価償却累計額（�） � 488¶209¶248

政府出資金 656¶663¶000¶000
減損損失累計額（�） � 912¶378

資本剰余金 � 405¶397¶835
保証債務見返 751¶008¶722¶287

資本剰余金 30¶363¶765
貸倒引当金（�） � 569¶664¶677¶809

損益外減損損失累計額（�）� 435¶761¶600

繰越欠損金 � 249¶566¶412¶806

評価・換算差額等 � 2¶771¶239¶881

繰延ヘッジ損益 � 2¶771¶239¶881

純資産の部合計 403¶919¶949¶478

資産の部合計 33¶606¶540¶840¶538 負債の部及び純資産の部合計 33¶606¶540¶840¶538
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特定計量器型式承認

〇独立行政法人産業技術総合研究所公告第 32号

計量法（平成４年法律第51号）第76条第１項の

規定に基づき、平成24年７月10日付けをもって次

のように特定計量器の型式を承認したので同法第

159条第１項第５号の規定に基づき公告する。

平成 24年７月 26日

独立行政法人産業技術総合研究所

理事長 野間口 有

１、承認番号 第Ｍ121号

２、名称 東洋計器株式会社

３、住所 長野県松本市和田3967番地10

４、特定計量器の種類 温水メーター

１、承認番号 第Ｍ122号

２、名称 東洋計器株式会社

３、住所 長野県松本市和田3967番地10

４、特定計量器の種類 温水メーター

独立行政法人都市再生機構公告

独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社公告第２
号
平成24年８月５日に執行する幸手都市計画事業
東武動物公園駅西口土地区画整理審議会委員選挙
の選挙人名簿を縦覧に供したが、縦覧に供した選
挙人名簿に異議の申出がなかったので、土地区画
整理法施行令（昭和30年政令第47号）第22条第１
項の規定に基づき、公告する。
また、この選挙において選挙すべき委員の数を
下記のとおり定めたので、同条第４項の規定に基
づき、公告する。
なお、この結果、権利者の数が選挙すべき委員
の数をこえないため、幸手都市計画事業東武動物
公園駅西口土地区画整理事業施行規程（平成24年
３月12日国土交通省告示第235号）第９条第１項
の規定に基づき、選挙によらないで、委員となる
ことを承諾した者が委員となる。
平成 24年７月 26日
独立行政法人都市再生機構埼玉地域支社

地域支社長 小林 昭次
記

１ 宅地の所有者が選挙すべき委員の数 ８人
２ 宅地について借地権を有する者が選挙すべき
委員の数 ０人

平成23事業年度独立行政法人住宅金融支援機構の財務諸表に関
する公告

独立行政法人住宅金融支援機構公告第１号
独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項に基づき、平成23事業年度独立行政法

人住宅金融支援機構の財務諸表について次のとおり公告します。
なお、主要な財務諸表のみを記載しておりますので、詳細をご覧になりたい方は、当機構のホーム
ページ（http://www.jhf.go.jp/）又は事務所で閲覧ください。
平成 24年７月 26日 東京都文京区後楽１丁目４番10号

独立行政法人住宅金融支援機構
理事長 宍戸 信哉
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